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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連続気泡ポリウレタン成形フォーム物品の製造方法であって、
　分子量が５０００～１００００であり、かつモノオール含有量が１０重量％未満である
ベースポリオールと、
　架橋剤と、
　イソシアナートと、
　界面活性剤と、
　水
とを含む反応混合物を型内で反応させて反応生成物を生成するステップと；
　前記反応生成物を型内で硬化させるステップと；
　型から前記反応生成物を取り出すステップと；
　前記反応生成物を押し潰すステップであって、前記反応生成物を元の高さの第一の割合
にする第一の圧縮、前記反応生成物を元の高さの第二の割合にする第二の圧縮、および、
前記反応生成物を元の高さの第三の割合にする第三の圧縮を含む、ステップ
とを含む方法であって、
　第一の圧縮の第一の割合が反応生成物の元の高さの５０％であり、
　第二の圧縮の第二の割合が反応生成物の元の高さの９０％であり、
　第三の圧縮の第三の割合が反応生成物の元の高さの９０％であり、
　前記押し潰すステップが、前記反応生成物を型から取り出してから６０～６００秒後に
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行われる、
方法。
【請求項２】
　前記押し潰すステップが、前記反応生成物を型から取り出してから６０～３００秒後に
行われる、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記押し潰すステップが、前記反応生成物を型から取り出してから６０～１２０秒後に
行われる、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記フォーム物品の各圧縮間の間隔が、少なくとも３０秒間である、請求項１に記載の
方法。
【請求項５】
　反応混合物が、アミン泡化触媒としてビス（２－ジメチルアミノエチル）エーテル、お
よび、アミンゲル化触媒としてトリエチレンジアミンをさらに含み、前記アミン泡化触媒
と前記アミンゲル化触媒との重量比が１：３であり、
　共重合体ポリオールが、エチレンオキシド（ＥＯ）でキャップされたベースポリオール
と、スチレンアクリロニトリル（ＳＡＮ）ポリマー固形分との混合物を含み、
　共重合体ポリオールはポリオール１００部に対して５０部（ｐｐｈｐ）の量で存在し、
ベースポリオールはポリオール１００部に対して５０部（ｐｐｈｐ）の量で存在するか、
あるいは、共重合体ポリオールはポリオール１００部に対して３０部（ｐｐｈｐ）の量で
存在し、ベースポリオールはポリオール１００部に対して７０部（ｐｐｈｐ）の量で存在
する、
請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　反応成分の組み合わせおよび少なくとも押し潰すステップにより、連続気泡ポリウレタ
ンフォーム材料が、厚さ２５ｍｍ～１５０ｍｍのクッションでは、固有振動数が２．６～
４．６ヘルツであり、その固有振動数における伝達率が１．０１～３．５であり、
　前記伝達率はＡ／ＡＯであって、ＡＯはクッションへの入力加速度であり、Ａは入力加
速度に対して測定される加速度応答であり、固有振動数はＡ／ＡＯが最大となる時の振動
数である、
請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記ポリオールの分子量が６０００～８０００である、請求項１～６のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項８】
　反応生成物を型から取り出す前に、型の圧力を開放して、反応生成物の製造中に発生し
たガスを排出するステップをさらに含む、請求項１～７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　連続気泡ポリウレタンフォーム材料の快適値が１３．０未満であり、快適値が固有振動
数と伝達率のピーク測定値との積である、請求項１～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　イソシアナートがトルエンジイソシアナート（ＴＤＩ）である、請求項１～９のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記ポリオールと前記イソシアナートの指数が８５～１０５である、請求項１～１０の
いずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
＜関連出願の相互参照＞



(3) JP 6007204 B2 2016.10.12

10

20

30

40

50

　本出願は、２００６年１２月２９日に出願され、「ポリウレタンフォームおよびデータ
および方法」と題された米国仮出願第６０／８７７，８８９号明細書の利益を主張し、そ
の内容は参照により全体が本明細書に組み込まれる。
【０００２】
＜技術分野＞
　現在理解されているように、本開示は、ポリウレタンフォームを製造するための系およ
び方法を含むポリウレタンフォームに関する。現在理解されているように、本開示は、特
に、乗り物に応用される、および乗り物座席用フォームとして（例えば、座部クッション
として、および背もたれクッションとして）使用される、改善された、特に良好な振動減
衰特性を示すポリウレタンフォーム配合物、並びに、このような用途のためのこのような
フォームの配合方法および処理方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　自動車などの乗り物の乗員の快適さのために乗り物座席用クッションを提供することが
一般に知られている。典型的には、ポリウレタン系のフォームからこのような座席用クッ
ションを作ることが知られている。このようなフォームは、比較的軟質であるが依然とし
て乗員に比較的高い快適さレベル（例えば、「高級感」）を提供するように配合され得る
。しかし、このような軟質フォームは、自動車の走行中に発生する路面からの振動の減衰
に、常に十分有効であるとは限らない場合がある。この問題を克服するため、路面からの
振動をより良好に減衰させるために、座席用クッションに、より硬い又はより硬質のフォ
ームを提供する場合がある。しかし、このような硬質フォームは、このような軟質フォー
ムと比較して、提供される「クッション性」と（特に長時間にわたる）快適さが小さい場
合がある。
【０００４】
　また、「ワンショット」法により、このようなポリウレタン系のフォームクッションを
調製することが一般に知られている。ワンショット法では、このような一般的に知られて
いる軟質および硬質のポリウレタンフォームは、典型的には第１の（すなわちポリオール
の）流れと第２の（すなわちイソシアナートの）流れの混合物から形成される。ポリウレ
タン系のフォームは、典型的には、ポリウレタン系のベースポリオール樹脂、ポリウレタ
ン系の共重合体ポリオール樹脂（コポリオール）、水、触媒（又は触媒パッケージ、典型
的にはＴＤＩ又はＴＭ２０などのイソシアナート）、および界面活性剤からなる。ポリオ
ール流は、一般に、水酸化カリウム（ＫＯＨ）を用いて製造され、および／又は、その後
エチレンオキシド（ＥＯ）でキャップされてもよい、プロピレンオキシド（ＰＯ）を有す
るポリウレタンポリマーからなる。他の一般に知られているポリオール製造方法は、コバ
ルトおよび水酸化亜鉛、水酸化セシウム（ＣｓＯＨ）、イリジウムおよび水酸化ルビジウ
ム（ＲｂＯＨ）の使用を含む。このようなポリオールは、ＥＯでキャップして製造されて
もよいし、又はＥＯでキャップせずに製造されてもよい。ＥＯでキャップされていないポ
リオールの他の既知の製造方法は、重金属シアン化物錯体の使用を含む。
【０００５】
　このような既知の軟質および硬質のポリウレタンフォームはまた、次の成分：プレポリ
マー（例えば、共重合体ポリオールとベースポリオール（Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，　Ｐｅ
ｎｎｓｙｌｖａｎｉａのＢａｙｅｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されているＡｃｃ
ｌａｉｍ（商標）ポリオールおよびＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＸＬ（商標）合成樹脂など）の
組み合わせ）、ＰＯキャップのみされたものであってもよい共重合体ポリオール、水、触
媒、界面活性剤、およびイソシアナートを混合するプロセスにより形成されてもよい。
【０００６】
　２つの流れを型に注入し、型を閉鎖し、成分を反応させることによって成分を混合する
ことが一般に理解されている。任意に型に熱を加えて、フォームを硬化させる時間を短縮
することを助け、それによって、より迅速にフォーム物品を製造してもよい。フォームが
完全に硬化した後（例えば、約２～６０分後－可能な設備投資の量と部品製造時間に依存
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する）、フォーム物品を型から取り出し（即ち、「脱型」）、特定の時間に（例えば、脱
型してから１５秒～８分後に）予め定められた量のサイズを減少させるために予め定めら
れた力を使用して押し潰す（繰り返し押し潰してもよい）。しかし、このような一般に知
られているプロセスに関する問題は、得られるフォーム物品がまた自動車の走行中に発生
する路面からの振動を減衰させるのに常に十分有効であるとは限らないことである。更に
、一般に知られているポリウレタン配合物に関して、ベースにおよび／又は共重合体ポリ
オールに異なるベースポリウレタン樹脂材料を使用すると同時に、依然として比較的同等
のおよび／又は改善された性能特性を提供するという課題がある。
【０００７】
　フォームの性能特性の制御を可能にするポリウレタンフォームの製造方法を提供するこ
とが有利である。より広く様々なポリウレタン樹脂材料をベースポリオールおよび／又は
共重合体ポリオールの一部として使用することを可能にする、乗り物座席のサブコンポー
ネントを含む特定の乗り物部品に合うように特に調整され適用され得る振動減衰特性およ
び好適な快適さを有するポリウレタンフォームを提供することも有利である。このような
ポリウレタンフォームにこのような改善された性能特性を提供し、乗り物の他の振動低減
サブシステム（例えば、緩衝器（ｓｈｏｃｋｓ）、タイヤ、スプリングなど）に必要な低
減を可能にすることも有利である。これらの又は他の有利な特徴のいずれか１つ以上を有
する系又は方法を含むこのようなポリウレタンフォームを提供することが引き続き必要と
されており、有利である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　１つの例示的実施形態では、連続気泡ポリウレタンフォーム材料は、高分子量、低モノ
オール（ｍｏｎｏｌ）のベースポリオール；重量で１：３～１：８のブロー対ゲル比（ｂ
ｌｏｗ　ｔｏ　ｇｅｌ　ｒａｔｉｏ）を有する架橋剤；イソシアナート；界面活性剤；お
よび水の反応生成物から提供され、ここでポリオールとイソシアナートの指数は８５～１
０５である。
【０００９】
　１つの特定の実施形態では、ポリオールの分子量は５０００～１００００である。より
詳細には、ポリオールの分子量は６０００～８０００である。
【００１０】
　１つの例示的実施形態では、ベースポリオールのモノオール含有量は１０重量％未満で
ある。より詳細には、ベースポリオールのモノオール含有量は約５重量％である。
【００１１】
　１つの特定の実施形態では、架橋剤が１：３～１：６のブロー対ゲル比を有する、連続
気泡ポリウレタンフォーム材料が提供される。より詳細には、架橋剤は、１：３～１：５
のブロー対ゲル比を有する。
【００１２】
　更に別の例示的実施形態では、ポリオールとイソシアナートの指数が９０～９８である
、連続気泡ポリウレタンフォーム材料が提供される。
【００１３】
　更に別の例示的実施形態では、界面活性剤濃度が０．２ｐｐｈ～０．７ｐｐｈである、
連続気泡ポリウレタンフォーム材料が提供される。
【００１４】
　別の例示的実施形態では、連続気泡ポリウレタンフォーム物品は、高分子量、低モノオ
ールのベースポリオール；重量で１：３～１：８のブロー対ゲル比を有する架橋剤；イソ
シアナート；界面活性剤；および水の反応生成物から提供され、ここで、ポリオールとイ
ソシアナートの指数は８５～１０５である。特に、ポリオールの分子量は５０００～１０
０００であり、より好ましくはポリオールの分子量は６０００～８０００である。
【００１５】
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　１つの特定の実施形態では、ベースポリオールのモノオール含有量は１０重量％未満で
あり、より好ましくは、ベースポリオールのモノオール含有量は約５重量％である。
【００１６】
　１つの特定の実施形態では、架橋剤は１：３～１：６のブロー対ゲル比を有し、より詳
細には、架橋剤は１：３～１：５のブロー対ゲル比を有する。
【００１７】
　更に別の例示的実施形態では、ポリオールとイソシアナートの指数が９０～９８である
、連続気泡ポリウレタンフォーム物品が提供される。
【００１８】
　更に別の例示的実施形態では、界面活性剤濃度が０．２ｐｐｈ～０．７ｐｐｈである、
連続気泡ポリウレタンフォーム物品が提供される。
【００１９】
　別の例示的実施形態では、物品は、座部クッション、背もたれクッション、腰部クッシ
ョン、又はボルスター（ｂｏｌｓｔｅｒ）クッションである。
【００２０】
　別の例示的実施形態は、高分子量、低モノオールのベースポリオール；重量で１：３～
１：８のブロー対ゲル比を有する架橋剤；イソシアナート；界面活性剤；および水を提供
し、反応混合物を形成する工程であって、ポリオールとイソシアナートの指数が８５～１
０５である工程；反応混合物を型の中に入れてフォーム物品を形成する工程；フォーム物
品を硬化させる工程；フォーム物品を型から取り出す工程；およびフォーム物品を押し潰
す工程により、連続気泡フォーム物品を製造する方法を提供する。
【００２１】
　１つの特定の実施形態では、押し潰す工程は、型からフォーム物品を取り出してから６
０～６００秒後に行われる。より好ましくは、押し潰す工程は、型からフォーム物品を取
り出してから６０～３００秒後に行われる。更により好ましくは、押し潰す工程は、型か
らフォーム物品を取り出してから６０～１２０秒後に行われる。
【００２２】
　別の例示的実施形態では、押し潰す工程は、まずフォーム物品を元の高さの約５０％に
圧縮した後、フォーム物品を元の高さの約９０％に圧縮し、その後再びフォーム物品を元
の高さの９０％に圧縮することを含む。
【００２３】
　より好ましくは、フォーム物品の各圧縮間の間隔は、少なくとも３０秒間である。
【００２４】
　１つの例示的実施形態は、フォーム物品を製造する方法に関し、ここで、物品は、座部
クッション、背もたれクッション、腰部クッション、又はボルスタークッションである。
【００２５】
　本方法の１つの特定の実施形態では、ポリオールは、５０００～１００００の分子量を
有するように選択される。より詳細には、ポリオールは、６０００～８０００の分子量を
有するように選択される。
【００２６】
　本方法の１つの例示的実施形態では、ベースポリオールのモノオール含有量は１０重量
％未満である。より詳細には、ベースポリオールのモノオール含有量は約５重量％となる
ように選択される。
【００２７】
　本方法の１つの特定の実施形態では、架橋剤は１：３～１：６のブロー対ゲル比を有す
る。より詳細には、架橋剤は１：３～１：５のブロー対ゲル比を有する。
【００２８】
　本方法の更に別の例示的実施形態では、ポリオールとイソシアナートは、９０～９８の
指数を有するように選択される。
【００２９】
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　本方法の更に別の例示的実施形態では、界面活性剤濃度は０．２ｐｐｈ～０．７ｐｐｈ
となるように選択される。
【００３０】
　本明細書で幾つかの例示的実施形態を開示する。しかし、開示される実施形態は例示に
過ぎず、様々な代替の形態で実施され得ることを理解されたい。従って、本明細書に開示
される具体的な詳細は、限定として解釈されるべきではなく、単に特許請求の範囲につい
ての典型的基本原理として、および／又は当業者に教示するための典型的基本原理として
解釈されるべきである。従って、他に明記されない限り、材料の量を示す本説明中のすべ
ての数量は、本明細書で支持される最も広い範囲を記載する際、「実質的に」の語で修飾
されるものと理解されるべきであり、数値範囲内での実施が最も好ましいことが分かる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】図１は、ポリウレタン系のフォーム物品を製造するのに使用される系および方法
のブロック図である。
【図２】図２は、例示的実施形態によるポリウレタン系のフォーム物品を製造するのに使
用される方法工程のブロック図である。
【図３】図３は、フォーム物品の伝達率を測定する装置の概略図である。
【図４Ａ】図４Ａは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｂ】図４Ｂは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｃ】図４Ｃは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｄ】図４Ｄは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｅ】図４Ｅは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｆ】図４Ｆは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｇ】図４Ｇは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｈ】図４Ｈは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｉ】図４Ｉは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｊ】図４Ｊは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｋ】図４Ｋは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｌ】図４Ｌは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｍ】図４Ｍは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｎ】図４Ｎは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｏ】図４Ｏは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｐ】図４Ｐは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｑ】図４Ｑは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
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表である。
【図４Ｒ】図４Ｒは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｓ】図４Ｓは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｔ】図４Ｔは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｕ】図４Ｕは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｖ】図４Ｖは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｗ】図４Ｗは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｘ】図４Ｘは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【図４Ｙ】図４Ｙは、例示的実施形態による様々な配合物の物理的性質および特性を示す
表である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　現在理解されているように、本開示および本明細書に記載される本発明は、エチレンオ
キシド（ＥＯ）でキャップされたベースポリオール樹脂系であって、約１０％未満のモル
濃度、好ましくは約５％のモル濃度のモノオール含有量を有するフォーム配合物に関する
。それは、より広く様々なベースポリオール樹脂材料から製造され得る。現在理解されて
いるように、本開示および本明細書に記載される本発明はまた、約８％未満のモル濃度の
モノオール含有量を有するＥＯでキャップされたベース共重合体ポリオールに関する。ウ
レタン系のポリオール樹脂混合物は、好ましくは、水過剰充填法（ｗａｔｅｒ　ｏｖｅｒ
－ｐａｃｋｉｎｇ　ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）を使用して製造され、ここで、ワンショット法
で型に入れられるフォーム配合物は、得られるフォーム物品の密度が、化学量論的反応か
ら得られるフォーム物品の密度よりも大きくなるように、化学量論的反応に必要とされる
よりも多量の水を含む。
【００３３】
　現在理解されているように、本開示は、更に、ＥＯでキャップされたベースポリオール
樹脂、ＥＯでキャップされたベース共重合体ポリオール樹脂、およびイソシアナートを反
応させるプロセスによって製造されたポリウレタンフォームに関する。現在理解されてい
るように、本開示および本明細書に記載される本発明は、更に、改善された減衰振動特性
を有するポリウレタンフォームに関し、ここで、フォームは、厚さ５０ｍｍ～１００ｍｍ
のクッションでは、固有振動数が約４．６ヘルツ未満であり、伝達率が約３．６以下であ
る。
【００３４】
　現在理解されているように、本開示は、更に、乗り物座席の振動を減衰させるためのポ
リウレタンフォーム物品に関し、ここで、ポリウレタンフォーム物品は、厚さ５０ｍｍ～
１００ｍｍのクッションでは、固有振動数が約２．６～４．３ヘルツであり、その固有振
動数における伝達率が約１．０１～３．５であり、様々なベースポリオール源から製造さ
れる。
【００３５】
　現在理解されているように、本開示は、更に、改善された圧力分布を有するポリウレタ
ンフォーム物品に関する。改善は、一定の重量がポリウレタンフォーム物品の中に沈み込
む割合で客観的に判定することができ、ここで、沈み込み率は、従来技術の高弾性フォー
ム物品の沈み込み率よりも約３０～５０％小さい。
【００３６】
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　現在理解されているように、本開示は、更に、一般に発泡プラントの近傍で現地で入手
可能な供給元からのベースポリオール樹脂を選択する工程、現地で入手可能なベースポリ
オール樹脂をエチレンオキシドでキャップする工程、現地で入手可能なベース共重合体ポ
リオール樹脂をエチレンオキシドでキャップする工程、および、現地で入手可能なキャッ
プされたベースポリオールおよび現地で入手可能なキャップされた共重合体ポリオールを
任意の入手可能なイソシアナート、界面活性剤、および水と一緒に（ワンショット法で型
に注入することによって）発泡させてフォーム物品を成形する工程、ならびに、その後、
発泡した物品を脱型する工程、および脱型してから特定の時間後に特定の持続時間、発泡
した物品を押し潰す工程を含む、ポリウレタンフォームの製造方法に関する。本方法は、
更に、発泡した材料の硬化中の特定の時間に、型圧力解放（ＴＰＲ）を行い、型から圧力
を解放して発泡プロセスの発生ガスを排気し、発泡した物品の温度を低下させることを含
んでもよい。
【００３７】
　図１を参照すると、ポリウレタン系のフォーム物品を製造するためのポリウレタン発泡
系１０が示されている。発泡系およびプロセスは主にポリウレタン系のフォームに関する
ものであるが、この系およびフォーム配合物は、非ポリウレタン系の樹脂材料から製造さ
れるフォームの部分を含むように変更され得ることを理解すべきである。発泡系１０は、
アルキレンオキシドでキャップされたベースポリオール樹脂混合物１２、アルキレンオキ
シドでキャップされたベース共重合体ポリオール樹脂混合物１４、およびイソシアナート
１６の反応を含む。樹脂混合物は、代替の実施形態によれば、ベースポリオール成分、水
、界面活性剤、シリコーン、および触媒を含む。ベースポリマーポリオール樹脂は、約８
０／２０～約２０／８０の様々な割合の「ＳＡＮ」スチレンアクリロニトリルなどのポリ
マー固形分を含んでもよく、好ましくは約５０／５０のスチレン対アクリロニトリルの混
合物を有する。
【００３８】
　図２に最もよく示されているように、１つの例示的実施形態によれば、反応は「ワンシ
ョット」法で実施される。ワンショット法は、ミキシングヘッドでフォームを製造するた
めの成分を混合すること、フォームをフォーム型に注入すること、フォーム物品を成形す
ること、フォーム物品を硬化させること、フォーム物品を脱型すること、およびフォーム
物品を押し潰すことを含む。フォーム物品は、脱型後の予め選択された時間の間に予め選
択された回数、押し潰される。代替の実施形態によれば、得られるフォーム物品は、一般
に、特定の寸法を有するブロックの形状であってもよく、又は、乗り物座席クッションな
どの特定の用途に使用可能な特定の輪郭形状を有してもよい。水および触媒を使用してフ
ォーム材料の発泡を行い、このようにして所望のフォーム密度にしてもよい。
【００３９】
　更に図１を参照すると、アルキレンオキシドでキャップされたベースポリオール樹脂混
合物１２は、アルキレン系のポリオール１８をオキシドでキャップする工程により調製さ
れる。アルキレン系のポリオール１８は、亜鉛、コバルト、又は複合金属シアン化物（Ｄ
ＭＣ）錯体触媒などの重金属触媒の存在下での、アルキレンオキシド（例えば、ＥＯ、プ
ロピレンオキシド（ＰＯ）など）を用いた活性水素化合物（多価アルコール２０として示
されている）の連鎖伸長工程（例えば、オキシアルキル化）により形成される。
【００４０】
　一実施形態では、アルキレンオキシドでキャップされたベースポリオールおよび共重合
体ポリオールを反応物として提供し、フォーム材料のベースを形成するが、それはフォー
ムを形成するのに十分な量の水、界面活性剤、任意選択的な樹脂および触媒を更に含む。
１つの例示的実施形態によれば、反応物は約１５％未満の水を含む。樹脂中の水および触
媒の量を変えて、得られるフォームの密度を調整してもよい。
【００４１】
　一実施形態では、ベース共重合体ポリオールは、１つの例示的実施形態によれば、ＥＯ
でキャップされたベース共重合体ポリオールである。フォームの硬さを加え得るＥＯでキ
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ャップされたベース共重合体ポリオール樹脂１４は、アルキレンオキシドでキャップされ
たベースポリオール樹脂１２をポリマー固形分２２と反応させることによって形成される
。好適なポリマー固形分としては、分散体で提供されるスチレンアクリロニトリル（ＳＡ
Ｎ）が挙げられる。例えば、固形分３０％のスチレンとアクリロニトリル（ＳＡＮ）との
共重合体ポリオールは、ベースポリオール７０％とスチレンとアクリロニトリルとの分散
された固形分３０％を含む。共重合体ポリオールの固形分の合計パーセンテージは、約７
０％未満、好ましくは１０～５０％、より好ましくは２０～４０％、より好ましくは２５
～３５％であってもよい。固形分は、或いは、ＳＡＮ、１００％アクリロニトリル、ポリ
ウレア固形分、ポリウレタン固形分、グラフトポリオール、ＰＨＤ、ＰＩＰＡであっても
よい。代替の実施形態によれば、アクリロニトリルのパーセンテージがより高いものでは
、共重合体は酸化防止剤又は難燃材料を含んでもよい。代替の実施形態によれば、固形分
ＳＡＮは、（例えば、得られるフォームの硬さを変えるために）スチレン１００％～アク
リロニトリル１００％の割合、およびその間の任意の組み合わせからなってもよい。代替
の実施形態によれば、ポリマー固形分は、約１０～５０部のＳＡＮ（ＳＡＮ比は約１０／
９０％～９０／１０％の範囲である）、約１０～３０部の１００％アクリロニトリルポリ
オール、約１０～２５部のポリウレアポリマーポリオール、および／又は約１０～２０部
のポリウレタンポリマーポリオールを含んでもよい。例示的実施形態によれば、共重合体
ポリオールの固形分は、約５～９５％のスチレンと約９５～５％のアクリロニトリル、ポ
リウレア、ポリウレタン、又は１００％のアクリロニトリルを含む。
 
【００４２】
　例示的実施形態によれば、イソシアナートは、トルエンジイソシアナート（ＴＤＩ、好
ましくは２，４－異性体８０％と２，６－異性体２０％の混合物であるもの）である。代
替の例示的実施形態によれば、イソシアナートは、ジイソシアナート又はポリイソシアナ
ート、又はこれらの混合物であってもよく、高分子量イソシアナート（ＰＭＤＩ）を含む
。他の例示的実施形態によれば、イソシアナートは材料の混合物であってもよい。好適な
イソシアナート混合物としては、混合比約５／９５～約９５／５のＴＤＩとメタフェニレ
ンジイソシアナート（ＭＤＩ）との混合物（ＴＤＩ８０／ＴＭ２０も）が挙げられる。別
の好適なイソシアナートとしては、ＭＤＩと異性体比約２．０～約２．９の高分子量異性
体との混合物が挙げられる。
【００４３】
　特定の理論に限定されることを意図しないが、ポリウレタンフォームを形成するための
全反応順序は、次の通りであると考えられる：
１．水＋イソシアナート→対称尿素（１）＋二酸化炭素
２．イソシアナート＋アミン→非対称尿素
３．イソシアナート＋ポリオール→ウレタン（１）
４．共重合体ポリオール＋イソシアナート→プレポリマー（遊離イソシアナート官能性を
有する）
５．ウレタン＋イソシアナート→アロファネート
６．対称尿素（１）＋イソシアナート→ビウレット
７．プレポリマー＋水→対称尿素（２）＋二酸化炭素
８．プレポリマー＋ポリオール→ウレタン（２）
【００４４】
　これらの反応の結果物は、尿素（１）－ウレタン（１）－尿素（２）－ウレタン（２）
－尿素（１）－ウレタン（１）のセグメント又は鎖を有するポリウレタンフォームであり
、ウレタン（２）と尿素（２）のセグメントはそれぞれプレポリマーに直接結合している
。
【００４５】
　プレポリマーの共重合体ポリオール分子は一定の長さを有するため、得られるフォーム
の尿素セグメントとウレタンセグメントの幾つかも一定の長さを有する傾向がある。具体
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的には、比較的大きい鎖長を有する尿素セグメントとウレタンセグメントが提供される（
即ち、尿素セグメント又は結合はプレポリマーによって隔てられ、ウレタンセグメント又
は結合はプレポリマーによって隔てられる）。このような比較的大きい鎖の尿素セグメン
トは、ポリウレタンフォームの耐荷重特性を向上させると同時に物理的性質を維持するか
又は向上させる可能性がある。
【００４６】
　尿素（２）はプレポリマーに直接結合しているため、ウレタン尿素（１）セグメントと
尿素（２）セグメントは、必ずしも同じ長さ又は分子量ではない。同様に、尿素（２）は
プレポリマーに直接結合しているため、ウレタン（１）セグメントとウレタン（２）セグ
メントは必ずしも同じ長さ又は分子量ではない。尿素（２）セグメントとウレタン（２）
セグメントの鎖長は、プレポリマーのために「一定」であり（即ち、プレポリマーは共重
合体ポリオールの長さを決定し）、尿素（１）とウレタン（１）の分子又はセグメントよ
り大きい耐荷重性を有するであろう。尿素（２）鎖は、尿素－プレポリマー－尿素の構造
を有してもよく、ウレタン（２）鎖はウレタン－プレポリマー－ウレタンの構造を有して
もよい。対照的に、尿素（１）とウレタン（１）の鎖長は可変であり、ポリ樹脂混合物の
ポリオール成分と触媒成分とに依存すると考えられる。
【００４７】
　１つの例示的実施形態によれば、イソシアナートは、ヒドロキシル基（約３８～約１５
のＯＨ数を有し、ヒドロキシル基の数が少ないほど一般的に良好な性能特性が得られる）
に対する化学量論比（指数）の約５０～１２５部を含み、樹脂混合物は好ましくは約１：
１（指数１００）の遊離イソシアナート対遊離ヒドロキシル基を含む。１つの例示的実施
形態によれば、発泡プロセスは、約１％～約２５％の水が「過剰充填」されており、より
好適には約１０％～約１５％の水が「過剰充填」されている。イソシアナート流を約６５
°Ｆ～１８０°Ｆの温度に維持してもよい。
【００４８】
　イソシアナートは、樹脂混合物のヒドロキシル基に対する化学量論比（指数）の約５０
部未満又は約５０部～１２５部を含み、好ましくは遊離イソシアナート対遊離ヒドロキシ
ル基が約１：１（指数１００）である。イソシアナートは、約４０％未満の遊離イソシア
ナート含有量を含んでもよい。イソシアナート指数は約７０～約１１５であり、より好適
には約９０～約１１０であり、最も好適には約１００である。指数１００のＴＤＩイソシ
アナートを有するフォーム配合物は、一般に最も低い固有振動数と伝達率とを有するフォ
ーム物品を提供する。
【００４９】
　所与の性能基準を得るために、水過剰充填が、ＴＰＲプロセスの特定のタイミングおよ
び量、並びに、押し潰す工程の特定の時間、持続時間、およびサイクルに影響を及ぼして
もよい。従って、フォームを押し潰すプロセスの詳細（時間、量およびサイクル）は、Ｔ
ＰＲプロセスを使用して製造されるフォーム物品に合わせて変更される。特に、典型的に
は、類似の又は同等の性能基準を得るために、同様の非ＴＰＲフォーム物品よりも、押し
潰す時間は早くなり、押し潰す量は大きくなり、必要な押し潰しサイクルの数が多くなる
。
【００５０】
　一般に、得られるフォーム物品の性能特性を向上させるために、特に耐久性および反発
性能を向上させるために、分子量を増加させることが好ましいことに留意すべきである。
ポリオール樹脂および得られるフォーム配合物の分子量を増加させることによって、ほぼ
同等のコストで、所与のサイズの物体に関してより軽量で、より優れた性能特性が得られ
る可能性がある。或いは、ポリオール樹脂および得られるフォーム配合物の分子量を増加
させることによってもまた、ほぼ同等～僅かに高いコストで、所与のサイズのフォーム物
品に関して同様の重量で、著しく優れた性能特性が得られる可能性がある。ポリオールの
分子量は、好ましくは約３０００より大きく、好適には約４０００～約８０００であり、
より好適には約６０００～約８０００であり、更により好適には約６８００である。
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【００５１】
　１つの例示的実施形態によれば、ポリオールは、それぞれＰｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，　Ｐ
ｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａのＢａｙｅｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されている、Ｅ
９６０　Ｈｙｐｅｒｌｉｔｅ（商標）ＩＩＩベース低モノオールポリオール、低モノオー
ルのベースを有するＥ９７１　Ｈｙｐｅｒｌｉｔｅ（商標）ＩＩＩベース共重合体ポリオ
ール、Ｅ８２８　Ｈｙｐｅｒｌｉｔｅ（商標）ＩＩベースポリオール、又は、Ｅ８４１　
Ｈｙｐｅｒｌｉｔｅ（商標）ＩＩ共重合体ポリオールであってもよい。１つの例示的実施
形態によれば、ポリオールは、Ｔｉａｎｊｉｎ，　ＣｈｉｎａのＴｉａｎｊｉｎ　Ｔｈｉ
ｒｄ　Ｐｅｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されているＴＰＯＰ０５－
４５ベース低モノオールポリオールであってもよい。別の例示的実施形態によれば、ベー
スポリオールは、Ｓｅｏｕｌ，　ＫｏｒｅａのＫｏｒｅａ　Ｐｏｌｙｏｌ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙ　ＬＬＣから市販されているＥ８８０Ｓベース低モノオールポリオールであってもよい
。これらの代替のベースポリオールは、現地のポリウレタンフォーム製造事業に使用する
ために、各製造業者から非常に有利に現地で入手可能である。
【００５２】
　ポリオール流のための共重合体又はポリオール混合物は、フォームを形成するのに十分
な量の水、界面活性剤および触媒を含んでもよい。水および触媒の量を変えることによっ
て、得られるフォームの密度を変えてもよい。例示的実施形態によれば、混合物は約１５
％未満の水を含む。ポリオール混合物は、全混合物の約１～９９％を構成する。
【００５３】
　共重合体（ポリオール）混合物（ベースポリオールおよびプレポリマーポリオール）は
、好ましくは発泡プロセスの場所に適度に近い供給元から適切な供給量で入手可能なグリ
コール、ソルビトール、スクロース、ペンタエリトリトール、ペンタエスリロール（ｐｅ
ｎｔａ－ｅｔｈｒｙｌｏｌ）などのポリオールを含んでもよい。例示的な実施形態によれ
ば、ポリオールは、ポリエーテルポリオールである。ポリオール樹脂の官能性は、モノオ
ール、ジオール、トリオール、又はヘキサノールであってもよい。ポリオールの平均官能
性は、約６未満且つ約２超であり、好適には約２．２～約４、好適には約２．５～約３．
５、最も好適には約２．９～約３．０である。１つの例示的実施形態によれば、共重合体
混合物は、モル濃度で約６％未満のモノオール、より好適にはモル濃度で約３％未満のモ
ノオールを含む。
【００５４】
　Ｇｏｌｄｓｃｈｍｉｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されている、ＴＤＩベースの
フォームに典型的に使用される界面活性剤型番８６８１、およびＡｌｌｅｎｔｏｗｎ，　
ＰｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａのＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，
　Ｉｎｃ．から市販されている界面活性な界面活性剤型番５１６９は、どの配合物に使用
されてもよく、最も低い固有振動数を得るために考慮される。１つの代替の実施形態では
、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃ．から市販されて
いる、エネルギー吸収フォームに典型的に使用される界面活性な界面活性剤型番５１６４
と、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃ．から市販され
ている界面活性剤型番５１６９との組み合わせが使用されてもよく、通常最も低い伝達率
を提供するために考慮される。別の代替の例示的実施形態では、Ｗｉｔｃｏ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されている、ホットフォーム配合物に典型的に
使用される界面活性剤型番６１６４と、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌｓ，　Ｉｎｃ．から市販されている界面活性剤型番５１６９との組み合わせをフォ
ーム配合物に使用してもよい。Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
，　Ｉｎｃ．から市販されている、スラブフォーム配合物に典型的に使用される界面活性
剤型番５１６０と、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，　Ｉｎｃ
．から市販されている界面活性剤型番５１６９とを使用してもよい。１つの例示的実施形
態によれば、界面活性剤の濃度は、約０．２ｐｐｈ～０．７ｐｐｈの範囲である。
【００５５】
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　「伝達率（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｖｉｔｙ）」は、フォームクッションによって（例え
ば、乗り物座席の乗員に）伝達される振動（例えば、乗り物の車輪が受ける路面からの振
動）である。次の試験方法に従って、Ｍｉｎｎｅａｐｏｌｉｓ，　Ｍｉｎｎｅｓｏｔａの
ＭＴＳ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されている試験スケール型番３１８．１０８を
使用して、フォームの伝達率を得てもよい。伝達率は、「固有振動数」における「Ａ／Ａ

Ｏ」を含む。「ＡＯ」は入力ピーク加速度である。「Ａ」はＡＯに対する応答である。固
有振動数は、Ａ／ＡＯ比が最も大きく、ＡＯの増幅が最大となる振動数である。
【００５６】
　座席有効振幅伝達率値（Ｓｅａｔ　Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｔｒａ
ｎｓｍｉｓｓｉｂｉｌｉｔｙ　ｖａｌｕｅ）（「ＳＥＡＴ」値）は、乗り物用途における
伝達率の関係を表す決定される特性である。この値は、乗員からのＶＤＶｏ（振動量の値
（Ｖｉｂｒａｔｉｏｎａｌ　Ｄｏｓｅ　Ｖａｌｕｅ））を路面から座席への入力のＶＤＶ
ｒで割って１００を掛けたものを比較することによって決定され、Ｍｉｃｈａｅｌ　Ｇｒ
ｉｆｆｉｎによる著書、Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｈｕｍａｎ　Ｖｉｂｒａｔｉｏｎ（第
１版、１９９０）の４０４～４１３頁に記載されている。例えば、路面からの入力振動が
１．００（ＶＤＶｒ）であり、座席乗員振動が０．８（ＶＤＶｏ）である場合、Ｓ．Ｅ．
Ａ．Ｔ．は８０％である。好適な振動吸収フォームは、ＳＥＡＴ値が少なくとも２０％減
少することを可能にする。従って、乗り物座席システムに使用されるフォームの性能特性
を提供するための典型的試験、ＳＥＡＴ値は、座席システムの性能の良い尺度であると考
えられる。フォームの寄与の割合がＳＥＡＴ値に含まれる。フォームのＡ／ＡＯ値の改善
は、ＳＥＡＴ値に正比例する。
【００５７】
　フォーム物品の製造に使用されるフォーム配合物およびプロセスの１つの目標は、フォ
ーム物品の所与の高さと密度に関して最良のＳＥＡＴ値を得ることである。伝達率（Ａ／
ＡＯ）値が比較的低く、フォームの固有振動数が、最低（比較的高分子量を有するフォー
ムを配合することによって得られる）に近いとき、より良好なＳＥＡＴ値が得られること
が分かった。１つの例示的実施形態では、乗り物座席用途におけるフォーム製品の可能性
のある実際の性能の別の尺度は、固有振動数とピークで測定した伝達率（Ａ／ＡＯ）とを
掛けて、「快適値」を提供することである。このような快適値の好適な範囲は約６．５～
１８．５、より好適には約８．５～１３．５、最も好適には約１０．５～１２．５である
ことが分かった。自動車座席に関して快適値が１３．０未満であれば、一般に、非常に望
ましい任意の道路プロファイルで、許容できるＳＥＡＴ性能が得られる。
【００５８】
　伝達率を測定する好適な試験装置の概略図が図３に示されている。フォームのサンプル
をサーボ油圧駆動の底板１（ＭＴＳ　Ｃｏｒｐ．，　Ｍｉｉｎｅａｐｏｌｉｓ，　Ｍｉｎ
ｎｅｓｏｔａ）上に配置し、物体３をフォーム５上に自由に置いた。物体は５０ポンドで
あり、標準ＩＦＤ圧子の先（ＩＦＤ　ｉｎｄｅｎｔｏｒ　ｆｏｏｔ）と直径が同じであっ
た（２００ｍｍ）。電源装置９で電力を供給され、データ収集モジュール１１でデータが
収集される加速度計７（例えば、ＰＣＢ圧電素子）で加速度データを測定し、コンピュー
タ１３でリアルタイムに解析し、記録した。サーボ油圧式アクチュエータは、１５０秒間
で１から１６Ｈｚまで周波数掃引を行うようにプログラムされた。掃引中、周波数が増加
するにつれ、振幅は減少し、０．２ｇの一定のピーク入力加速度（ＡＯ）を維持した。伝
達率は、測定された加速度応答（Ａ）を入力（ＡＯ）ピーク加速度で割ったものとして報
告される。
【００５９】
　４００ｍｍ×４００ｍｍ×１００ｍｍ（厚さ）の「試験ブロック」である成形されたフ
ォーム物品を直径２０３ｍｍ（約８”）のプレートの下に配置し、ロードセルを使用して
配合物の測定を行った。ロードセルで、プレートが２５％撓んでフォーム物品の中に入る
のに必要な力（典型的には単位：ニュートンで）を測定した。日本自動車規格機構（ＪＡ
ＳＯ）の試験規格を使用して配合物のフォームの性能特性を測定してもよい。
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【００６０】
　ワンショット法を使用し、ベースポリオール樹脂、共重合体ポリオールおよびイソシア
ナートパッケージ（界面活性剤および架橋剤を含む）を反応させることにより、２つのポ
リウレタンフォームを処理しフォーム物品（配合物Ａおよび配合物Ｂ）を得た。ミキシン
グヘッドで材料を混合した（典型的には約０．３秒間未満）後、型に注入し（注入時間は
約３秒間かかる）、その後、閉鎖した型内で２４０秒間、華氏約１４５度で硬化させ、１
２０秒でＴＰＲを行い、その後、脱型した。フォーム物品は約１００～１０５の指数で製
造された。フォームの目標密度は、約５８Ｋｇ／ｍ３（配合物Ａ）および約６２Ｋｇ／ｍ
３（配合物Ｂ）であった。
【００６１】
　その後、得られたフォーム物品をそれぞれ、脱型してから２分後に１回押し潰した。ク
ラッシャーは、３つの連続ローラを有する硬質ロールクラッシャーである。第１のローラ
で５０％圧縮ロール（即ち、フォームの元の厚さの５０％までの圧縮）を行い、第２のロ
ーラで９０％圧縮ロールを行い、第３のローラで９０％圧縮ロールを行い、好ましくは各
ローラの適用の間に少なくとも３０秒間の間隔がある。「１回押し潰す」ことは、フォー
ムをクラッシャーに通すこと（即ち、５０－９０－９０％の押し潰し）を含む。
【００６２】
　脱型後のフォーム押し潰しプロセスの利点は、それによって座席システムによる路面か
らの振動の様々な減衰が改善されることであるが、主に、押し潰されたポリウレタンフォ
ームが、乗員がより快適さを感じることを可能にする。改善された振動性能特性は、改善
されたＳ．Ｅ．Ａ．Ｔ．（座席有効振幅伝達率）値として示される。
【００６３】
　これは、座席システムの押し潰されたフォームが、座席乗員が路面からの入力振動から
感じる振動を更に低減することを意味する。特定の所望の性質が得られるように、脱型し
てから押し潰すまでの時間と実施される押し潰しの回数および量（％）の相互関係を調整
する。
【００６４】
　乗り物システムエンジニアには、改善されたＳＥＡＴ値は、座席のフォームが乗員に対
するロードノイズを実際に低減し得ることを意味する。この低減が起こり、著しく十分な
量である場合、乗り物システムエンジニアは、乗り物の緩衝器、タイヤ、およびスプリン
グの費用を削減すると同時に、依然として同じか又は類似の使用者座席の快適さを維持し
得る。これらの他の乗り物システムにおける削減に代わるものは、より安価なサスペンシ
ョンを有する所与の乗り物の乗車の高級感を改善することである。
【００６５】
　１つの例示的実施形態では、フォームの固有振動数で約１．０１～約３．５の伝達率（
Ａ／ＡＯ）値が得られるように、フォーム物品（即ち、座部クッション）は、脱型してか
ら１０秒後～９６時間後に、元の厚さの約１０％～約９０％に、１～３６回押し潰され、
その固有振動数は約２．０ヘルツ～約４．０ヘルツ（より好適には約２．３ヘルツ～約４
．３ヘルツ、又は約２．６ヘルツ～約４．６ヘルツ）である。ポリウレタンフォーム座席
クッションは、厚さが約２５ｍｍ～約１５０ｍｍである。
【００６６】
　対照の配合物Ａは、好ましくは乗り物座部フォームの用途に使用可能なフォーム物品を
提供し、ベースポリマー１００当り約７０部（ＰＰＨＰ）のＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ
（商標）（ヒドロキシル数２３のＥ９６０（ＯＨ数２３－２７、中点値２５））およびＥ
Ｏでキャップされたベース共重合体、ポリオール樹脂混合物、約３０ＰＰＨＰのＨｙｐｅ
ｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ（商標）（Ｅ９７１）、約２９．６０９ ＰＰＨＰのＴＤＩ－３．２
、０．１ ＰＰＨＰのアミン触媒、および１．１ＰＰＨＰの界面活性剤を含む。アミン触
媒は、好ましくは、ジプロピレングリコールで希釈された泡化触媒（ＮＩＡＸ　Ａ－１、
Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，　Ｗｉｌｔｏｎ，
　ＣＴ）とゲル化触媒（３３ＬＶ　Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）との両方を含む。界面活
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性剤は好ましくは、表面界面活性剤（５１６４番、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）と、バル
ク界面活性剤（５１６９番、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）との両方を含み、それによって
、より良好な減衰が得られる。対照の配合物Ａを４分間硬化させ、ＴＰＲを２分で実施し
た後、脱型し、脱型してから２分後に押し潰す。
【００６７】
　対照の配合物Ｂフォームは、約５０ ＰＰＨＰのＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ（商標）
（Ｅ９６０）ベースポリオール樹脂、約５０ ＰＰＨＰのＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ（
商標）（Ｅ９７１）共重合体ポリオール、および約３１．３８７ ＰＰＨＰのＴＤＩを含
む。対照の配合物Ｂを成形し、４分間硬化させ、２分でＴＰＲを行い、その後、脱型して
から２分後に押し潰す。対照の配合物ＡおよびＢを表１に示す。
【００６８】
【表１】

【００６９】
　フォーム物品は、配合物Ａおよび配合物Ｂを使用して本明細書に記載のプロセスにより
製造される。更に、フォーム物品は、配合物Ｃおよび配合物Ｄを使用して製造されるが、
ここで、唯一の異なる成分は、場所に特有な配合物を提供するために特定の供給元から得
られる共重合体ポリオール混合物である。配合物ＣおよびＤには、ＴＰＯＰ０５－４５Ｔ
ｉａｎｊｉｎ共重合体ポリオール混合物が存在する。しかし、対照の配合物に対する有効
な比較を行い、ＰＰＨＰが同等の材料を提供するために、異なる共重合体ポリオール混合
物中に存在する固形分の量が変化するようにベースポリオールと共重合体ポリオールとの
割合を再計算する。ＴＰＯＰ０５－４５には、異なるスチレン対アクリロニトリル（Ｓ．
Ａ．Ｎ．）比を含む、異なる量の固形分が存在する。任意の好適なＳ．Ａ．Ｎ．量比を有
する共重合体を使用してもよいが、典型的な比は約２０：８０～約８０：２０の範囲であ
り、より好適な比は約３０：７０～７０：３０の範囲である。ＴＰＯＰ０５－４５には、
匹敵するＥ９７１より約２０％多く全固形分が存在すると推定され、従って、同等の固形
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分率を維持するために、２０％少ない共重合体ポリオールを使用し（２４．００ＰＰＨＰ
）、より多量のベースポリオールを使用する（７６．００ ＰＰＨＰ）。
【００７０】
【表２】

【００７１】
　次いで、本明細書に詳述する標準試験方法を使用して、配合物Ａ、Ｂ、ＣおよびＤから
得られる各フォーム物品を試験し、表３に示す性能基準を得る。
【００７２】

【表３】
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【００７３】
　配合物ＣおよびＤを使用して製造されたフォーム物品の伝達率は、一般に配合物Ｃでは
比較的高く、配合物Ｄでは著しく高く、その結果、座席クッションに座っている乗り物の
乗員が感じる入力加速度ＡＯ（路面からの振動）は比較的大きく、従って快適さが低い可
能性がある。快適指数について同様の結果が得られるが、配合物Ｃは配合物Ａに比較的匹
敵する測定値を提供する。従って、配合物Ｃおよびその特定の共重合体ポリオール混合物
材料は、可能性のある良好な、立地によって異なる、現地で入手可能なＥ９７１代替物で
あると考えられる。配合物Ｃでは、得られるフォーム物品は比較的匹敵する快適性能（僅
かに低い）を有するが、他の点ではほとんど同等である。しかし、配合物Ｄは、比較的か
なり低い相対的快適性能を提供する。
【００７４】
　フォームの固有振動数と伝達率はまた、フォーム物品が押し潰される脱型後の時間とサ
イクル数に依存し得るため、配合物ＣおよびＤは、改善された性能特性が得られるように
、特定の製造プロセスを変更することによって改善され得る。押し潰す回数が増加するに
つれ、フォームの固有振動数は最初に低下し、押し潰す回数が増加するにつれ、伝達率が
増加するため、改善された快適性能が得られる可能性がある。
【００７５】
　更に、型内での硬化時間を長くして（約２分３０秒～約６分間）、密度のより低いフォ
ーム物品を得（所与の分子量の材料で）、約１０～１５％低い重量で、匹敵するほど性能
がより優れたフォーム物品を得ることができる。硬化時間が長い方が、短いサイクル時間
がそれほど高コストでない場所（即ち、単位労働コストが比較的低い場所）には特に好適
な可能性がある。
【００７６】
　配合物Ｅおよび配合物Ｆ（表４を参照）を使用してフォーム物品を製造したが、ここで
、唯一変更した成分（配合物Ａおよび配合物Ｂと比較して）は、場所に特有な配合物を提
供するために特定の供給元から得られることが示されている共重合体ポリオール混合物で
ある。配合物ＥおよびＦでは、ＫＥ８８０Ｓコポリオールポリマーを使用する。ここでも
、対照の配合物に対する有効な比較を行い、ＰＰＨＰが同等の材料を提供するために、異
なる共重合体ポリオール混合物中に存在する固形分の量が変化するように、ベースポリオ
ールと共重合体ポリオールとの割合を再計算しなければならない。ＫＥ８８０Ｓには、異
なるＳＡＮ比を含む、異なる量の固形分が存在する。ＫＥ８８０Ｓには、匹敵するＥ９７
１より約１４．３％多く全固形分が存在すると推定され、従って、同等の固形分率を維持
するために、１４．３％少ない共重合体ポリオールを使用し（２５．７１ＰＰＨＰ）、よ
り多量のベースポリオールを使用した（７４．２９ ＰＰＨＰ）。
【００７７】
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【表４】

【００７８】
　本明細書に詳述する標準試験方法を使用して、配合物ＥおよびＦから得られる各フォー
ム物品を試験し、表５に示す性能基準を得る（それにはＡおよびＢに関する情報を再び記
載する）。
【００７９】

【表５】

【００８０】
　配合物ＥおよびＦを使用して製造されたフォーム物品の伝達率は、一般に両方とも非常
に著しく高く、その結果、座席クッションに座っている乗り物の乗員が感じる入力加速度
ＡＯ（路面からの振動）はずっと大きく、快適レベルが著しく低い可能性がある。配合物
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ＥとＦの両方とも快適指数に関して同様の結果が得られる。従って、配合物ＥおよびＦな
らびにそれらの特定の共重合体ポリオール混合物材料は、単に、許容できる可能性のある
、立地によって異なる、現地で入手可能なＥ９７１代替物であると考えられる。配合物Ｆ
では、得られるフォーム物品は比較的匹敵する快適性能（僅かに低い）を有するが、他の
点ではほとんど同等である。しかし、配合物Ｅは、比較的かなり低い相対的快適性能を提
供する。ここでも、フォームの固有振動数と伝達率は、フォーム物品が押し潰される脱型
後の時間とサイクル数に依存し得るため、配合物ＥおよびＦは、改善された性能特性が得
られるように、特定の製造プロセスを変更することによって改善され得る。押し潰す回数
が増加するにつれ、フォームの固有振動数は最初に低下し、押し潰す回数が増加するにつ
れ、伝達率が増加するため、改善された快適性能が得られる可能性がある。更に、型内で
の硬化時間を長くして（約２分３０秒～約６分間）、得られるフォーム物品の密度を低く
し（所与の分子量の材料で）、約１０～１５％低い重量で、匹敵するほど性能がより優れ
たフォーム物品を得ることができる。硬化時間が長い方が、短いサイクル時間がそれほど
高コストでない場所（即ち、単位労働コストが比較的低い場所）に特に好適であると考え
られる。
【００８１】
　配合物Ｇおよび配合物Ｈ（表６を参照）を使用してフォーム物品を製造し得るが、ここ
で、配合物ＣおよびＤのベースポリオール（比較的低モノオールのＥ９６０材料である）
とＴＰＯＰ０５－４５Ｔｉａｎｊｉｎ共重合体ポリオール混合物との両方において変更さ
れた成分（配合物Ａおよび配合物Ｂと比較して）を使用して、同様に再調整し、同等の固
形分率にすることができる。
【００８２】
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【表６】

【００８３】
　本明細書に詳述する標準試験方法を使用して、配合物ＧおよびＨから得られる各フォー
ム物品を試験し、表７に示す性能基準を得ることができる（それにはＡおよびＢに関する
情報を再び記載する）。
【００８４】
【表７】

【００８５】
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　配合物ＧおよびＨを使用して製造されたフォーム物品の伝達率は、一般に比較的高い可
能性があり、その結果、座席クッションに座っている乗り物の乗員が感じる入力加速度Ａ

Ｏ（路面からの振動）は比較的大きく、快適レベルが低い可能性がある。配合物Ｇおよび
Ｈの両方とも快適指数に関して同様の結果が予想され得る。従って、配合物ＧおよびＨな
らびにそれらの特定の共重合体ポリオール混合物材料は、単に、許容できる可能性のある
、立地によって異なる、現地で入手可能なＥ９７１代替物であると考えられ得る。
【００８６】
　対照配合物Ａ－Ａは、好ましくは乗り物背もたれフォーム用途に使用可能な比較的高水
分のフォーム物品を提供し、ポリマー１００当たり約８５部（ＰＰＨＰ）のＨｙｐｅｒｌ
ｉｔｅ　ＩＩＩ（商標）（ヒドロキシル数２３のＥ９６０（ＯＨ数２３－２７、中点値２
５））およびＥＯでキャップされたベース共重合体、ポリオール樹脂混合物、約１５ＰＰ
ＨＰのＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ（商標）（Ｅ９７１）、および約３８．４０３ ＰＰ
ＨＰのＴＤＩ－３．２を含む。アミン触媒は、好ましくは、ジプロピレングリコーで希釈
された泡化触媒（ＮＩＡＸ　Ａ－１、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍ
ａｔｅｒｉａｌｓ，　Ｗｉｌｔｏｎ，　ＣＴ）とゲル化触媒（例えば、３３ＬＶ，　Ａｉ
ｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）との両方を含む。界面活性剤は好ましくは、表面界面活性剤（５
１６４番、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）と、バルク界面活性剤（５１６９番、Ａｉｒ　Ｐ
ｒｏｄｕｃｔｓ）との両方を含む。対照の配合物Ａ－Ａを６分間硬化させ、４分でＴＰＲ
を行い、その後、脱型し、脱型してから２分後に押し潰した。
【００８７】
　対照配合物Ａ－Ｂフォームは、約７５ ＰＰＨＰのＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ（商標
）（Ｅ９６０）ベースポリオール樹脂、約２５ ＰＰＨＰのＨｙｐｅｒｌｉｔｅ　ＩＩＩ
（商標）（Ｅ９７１）共重合体ポリオール、および約６０．５６４ ＰＰＨＰのＴＤＩ－
５．５を含んでもよい。対象配合物Ａ－Ｂを成形し、６分間硬化させ、４分でＴＰＲを行
い、脱型してから２分後に押し潰してもよい。対照配合物Ａ－ＡおよびＡ－Ｂを表８に示
す。
【００８８】
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【００８９】
　更に、配合物Ａ－Ｃおよび配合物Ａ－Ｄを使用してフォームを製造したが、ここで、唯
一変更された成分は、ＴＰＯＰ０５－４５　Ｔｉａｎｊｉｎ材料である共重合体ポリオー
ル混合物であり、固形分含有量が異なるために再調整される。
【００９０】
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【表９】

【００９１】
　本明細書に詳述する標準試験方法を使用して、配合物Ａ－Ａ、Ａ－Ｂ、Ａ－ＣおよびＡ
－Ｄから得られるフォーム物品の幾つかを試験し（使用可能な場合）、表１０に示す性能
基準を得ることができる。
【００９２】

【表１０】

【００９３】
　配合物Ａ－Ａを使用して製造されたフォーム物品の測定された伝達性は、一般に快適指
数と固有振動数が低く、その結果、このような座席クッションに座っている乗り物の乗員
は低い出力加速度Ａを有し、従ってこのようなフォーム物品は優れた減衰快適レベルを提
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【００９４】
　従って、配合物Ａ－Ｃおよびその特定の共重合体ポリオール混合物材料は、単に、許容
できる可能性のある、立地によって異なる、現地で入手可能なＥ９７１代替物であると考
えられる。配合物Ａ－Ｃでは、得られるフォーム物品は、比較的匹敵する快適性能を有し
ていない（著しく低い）が、他の点ではほとんど同等である。しかし、高水分含有タイプ
のフォームなどの背もたれ用途では、このような比較的低い性能でも商業的に許容できる
可能性がある。ここでも、フォームの固有振動数と伝達率はまた、フォーム物品が押し潰
される脱型後の時間とサイクル数に依存し得るため、配合物Ａ－Ｃ（および他のもの）は
、特定の製造プロセスを変更することによって改善され、改善された性能特性を得ること
ができる。押し潰す回数が増加するにつれ、フォームの固有振動数は最初に低下し、押し
潰す回数が増加するにつれ、伝達率が増加するため、改善された快適性能を得ることがで
きると考えられる。更に、型内での硬化時間を長くして（約２分３０秒～約６分間、～約
１０分間以上）、密度のより低いフォーム物品を得（所与の分子量の材料で）、約１０～
１５％低い重量で、匹敵するほど性能がより優れたフォーム物品を得ることができる。硬
化時間が長い方が、短いサイクル時間がそれほど高コストでない場所（即ち、単位労働コ
ストが比較的低い場所）に特に好適であると考えられる。
【００９５】
　上記の更なる詳細および立証は、本出願の図４Ａ～４Ｙに記載の配合物のチャートから
得ることができ、ここで、各配合物は特定の成分、処理詳細、性能特性、および特定の用
途と共に示される。添付図面Ａのチャートについて、配合欄は、ある一定の記載事項では
２つの識別子を含み、ここで、添付図面Ａの配合「Ａ－Ａ」（ｎ＝１）は、上記の表１の
配合Ａに関し、添付図面Ａの配合「Ａ－Ｂ」（ｎ＝６）は、上記の表１の配合Ｂに関する
。配合「Ｉ－Ｃ」（ｎ＝２１）は上記の表２の配合Ｃであり、配合「Ｊ－Ｄ」（ｎ＝２２
）は配合Ｄである。配合「Ｍ－Ｅ」（ｎ＝２５）は上記の表４の配合Ｅであり、配合「Ｎ
－Ｆ」（ｎ＝２６）は配合Ｆである。配合「Ｑ－Ｇ」（ｎ＝２９）は上記の表６の配合Ｇ
であり、配合「Ｒ－Ｈ」（ｎ＝３０）は配合Ｈである。配合「ＡＣ－Ａ－Ａ」（ｎ＝４１
）は表８の配合Ａ－Ａであり、配合「ＡＤ－Ａ－Ｂ」（ｎ＝４６）は配合Ａ－Ｂであり；
「ＡＫ－Ａ－Ｃ」（ｎ＝６１）は上記の表９の配合Ａ－Ｃであり、配合「ＡＬ－Ａ－Ｄ」
（ｎ＝６２）は配合Ａ－Ｄである。
【００９６】
　表ＡおよびＢを参照すると、座席有効振幅伝達率値が、本開示によるフォーム配合物お
よびプロセスと、標準的な／従来の高弾性製品との両方について示されている。乗り物の
ＳＥＡＴ値は、様々な道路状態および運転者／乗客層を使用して決定された。
【００９７】
　表ＡおよびＢに示されているＳＥＡＴ値は、本開示による振動減衰フォームから形成さ
れた座席クッション（厚さ６２．５ｍｍ）および背もたれ（厚さ５５ｍｍ）を、従来のフ
ォーム材料から製造された座部クッション（厚さ６２．５ｍｍ）および背もたれ（厚さ５
５ｍｍ）と比較する。
【００９８】
　表ＡおよびＢから分かるように、本開示の振動減衰フォーム材料を使用すると、ＳＥＡ
Ｔ値は一般に減少する。ＳＥＡＴの減少は、乗り物の運転者／乗客への振動の伝達の減少
に対応する。本発明のフォーム配合物および方法を使用すると従来のフォームよりＳＥＡ
Ｔ値が改善するが、その範囲は、座席クッションだけに使用する場合、乗員層によって約
２～２４％の範囲であった。本開示によるフォーム配合方法を座席クッションと背もたれ
との両方に使用したとき、ＳＥＡＴ改善は約２～３１％の範囲であった。
【００９９】
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【表１１】

【０１００】
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【表１２】

【０１０１】
　「フォーム物品」の用語は広い用語であって、限定の用語ではないことが意図されてい
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るということに留意することが重要である。本開示で使用する場合、「フォーム物品」の
用語は、ブロックフォーム、乗り物用フォーム（自動車の座部および背もたれクッション
、ヘッドレスト、乗り物の座部および背もたれボルスター、アームレスト、ボルスター、
モーターサイクルおよびレクリエーション用自動車の座席、飛行機、船および列車の座席
など）、オフィス家具の腰掛類（ｓｅａｔｉｎｇ　ｐｒｏｄｕｃｔｓ）（例えば、椅子、
スツール、長椅子など）、産業用途（例えば、エンジンマウント、コンプレッサなど）、
ならびに他のアクセサリを含んでもよいが、これらに限定されない。また、開示される系
および方法の要素の構成および配置は一例に過ぎないことに留意することも重要である。
本開示には、現在理解され本明細書に開示されているように本発明の幾つかの実施形態だ
けを詳細に記載してきたが、本開示を概観する当業者は、開示される対象の新規な教示お
よび利点から実質的に逸脱することなく、多くの変更が可能であり（例えば、様々な要素
のサイズ、寸法、構造、形状、および割合、パラメータの値、取り付け配置、材料の使用
、色、向き、プロトコルなどの変更）、特許請求することが意図されていることを容易に
認識するであろう。従って、このような変更はすべて、現在理解されているように、記載
されている特許請求の範囲に含まれ、および現在の又は将来の添付の特許請求の範囲のい
ずれにも含まれることが意図されている。任意のプロセス又は方法工程の順番又は順序は
、代替の実施形態に従って変更されてもよいし、又再び順序付けされてもよい。将来補正
され得るものを含む任意の添付の特許請求の範囲では、任意のミーンズ・プラス・ファン
クションの条項は、列挙されている機能を果たす本明細書に記載の構造、および、構造的
同等物だけでなく同等の構造も含むことが意図されている。現在理解され本明細書に開示
されているように特許請求の範囲の趣旨から逸脱することなく、例示的実施形態の設計、
操作条件、および配置に他の代替、修正、変更および省略が行われてもよい。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４Ａ】 【図４Ｂ】

【図４Ｃ】 【図４Ｄ】
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【図４Ｅ】 【図４Ｆ】

【図４Ｇ】 【図４Ｈ】
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【図４Ｉ】 【図４Ｊ】

【図４Ｋ】 【図４Ｌ】
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【図４Ｍ】 【図４Ｎ】

【図４Ｏ】 【図４Ｐ】
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【図４Ｑ】 【図４Ｒ】

【図４Ｓ】 【図４Ｔ】
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【図４Ｕ】 【図４Ｖ】

【図４Ｗ】 【図４Ｘ】
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